








研究目的 

新生児救急医療システムを確立し,ハイリスク新生児が出生した場合にいつでも対応でき

る体制を確保することは新生児死亡を減少させるだけでなく,心身障害児の発生防止とい

う点からもきわめて重要である。 

神奈川県では昭和 56年度から全県的な新生児救急医療のシステム化を試行するため,県内

の新生児医療の状況を調査した。その結果,県内で出生するハイリスク新生児のうち,出生

した施設での治療が困難で専門施設への収容が必要とされるものは約 1,000 名で,ハイリ

スク新生児を扱い得る既存の施設を連携して活用すればこれに対応できると推測されるこ

とは昨年度報告した。 

今年度は新生児救急医療のシステム化を試行し,実際にハイリスク児の収容が円滑に行な

い得るかを検討することにした。 


